
（単位：千円）

実
行
予
算

補
助
金

そ
の
他

自
治
事
務

法
定
受
託
事
務

国庫
その他
特定
財源

一般 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

福井県科学学術顕彰事業 ○ H17 10 2 ○ 2,688 0 2,688 0 ○ ○ ○ 0

福井県私立学校連合会補助金 元気な社会 ○ S42 48 1 ○ 960 0 0 960 ○ ○ 0

私立学校教職員共済事業補助金 元気な社会 ○ S33 57 1 ○ 33,362 0 0 33,362 ○ ○ ○ ○ 0

福井県私立学校退職金基金社団補助金 元気な社会 ○ S42 47 1 ○ 57,006 0 0 57,006 ○ ○ ○ 0

私立幼稚園教育振興補助金 元気な社会 ○ S52 37 1 ○ 590,682 99,896 0 490,786 ○ ○ ○ △ 167,393

私立幼稚園預かり保育推進事業補助金 元気な社会 ○ H10 17 1 ○ 74,680 37,340 0 37,340 ○ ○ ○ △ 17,200

私立幼稚園特別支援教育事業補助金 元気な社会 ○ S52 38 1 ○ 108,192 53,312 0 54,880 ○ ○ ○ 0

私立幼稚園２歳児受入推進事業補助金 元気な社会 ○ H20 7 1 ○ 33,600 16,800 0 16,800 ○ ○ ○ 0

私立小学校教育振興補助金 元気な社会 ○ H10 17 1 ○ 11,355 1,611 0 9,744 ○ ○ ○ 0

私立中学校教育振興補助金 元気な社会 ○ S63 27 1 ○ 150,503 21,361 0 129,142 ○ ○ ○ △ 2,921

私立高等学校教育振興補助金 元気な社会 ○ S27 63 1 ○ 1,570,252 266,980 0 1,303,272 ○ ○ ○ △ 5,511

私立高等学校魅力アップ推進事業 元気な社会 ○ H16 11 1 ○ 335,000 10,440 0 324,560 ○ ○ ○ ○ 0

私立高等学校等就学支援事業 元気な社会 ○ H22 5 1 ○ 1,048,957 855,818 36,770 156,369 ○ ○ ○ ○ 0

私立高等学校等奨学給付金支給事業 元気な社会 ○ H26 1 1 ○ 20,555 6,851 0 13,704 ○ 0

私立専修学校等教育振興補助金 元気な社会 ○ S56 34 1 ○ 39,141 0 0 39,141 ○ ○ ○ △ 3,060

私立大学教育振興補助金 元気な社会 ○ S62 28 1 ○ 14,310 0 0 14,310 ○ ○ ○ ○ 0

私立学校耐震化促進事業補助金 元気な社会 ○ H20 7 1 ○ 62,849 1,085 0 61,764 ○ ○ ○ ○ △ 55,426

私立幼稚園等緊急環境整備事業補助金 元気な社会 ○ H26 1 1 ○ 10,014 0 10,014 0 ○ ○ △ 14,357

福井大学しらゆり会補助金 ○ S48 42 1 ○ 486 0 0 486 ○ ○ ○ 0

県民参加による県立大学地域貢献研究推進事業 ○ H16 11 1 ○ 378 0 0 378 ○ ○ ○ 0

公立大学法人福井県立大学運営費交付金 元気な社会 ○ H19 8 1 ○ 2,532,877 0 0 2,532,877 ○ ○ 0

公立大学法人福井県立大学施設整備費等補助金 ○ H19 8 1 ○ 11,973 0 0 11,973 ○ ○ 0

公立大学法人福井県立大学評価委員会運営費 ○ H19 8 1 ○ 399 0 0 399 ○ ○ 0

大学連携リーグ事業 ○ ○ H19 8 1 ○ 27,136 0 101 27,035 ○ ○ ○ ○ ○ △ 3,152

4 21 0 25 24 0 6,737,355 1,371,494 49,573 5,316,288 4 15 0 2 0 0 0 2 7 8 2 1 3 3 1 0 0 16 0 7 0 0 0 1 0 △ 269,020

平成２６年度事務事業評価結果（課・室）総括表
会計区分 一般会計

課・室名 大学・私学振興課

事　　　　業　　　　名
福井新々元気
宣言における

位置付け

事業区分

事業
開始
年度

経過
年数

成果指標1結果分類 成果指標2結果分類 評価に基づく今後の対応同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

事務区分

平成
26年度
予算額

財源内訳 活動指標1結果分類 活動指標2結果分類



別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

2 □ ■ 年度 ■ 自 治 事 務

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 経過年数 － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

22年度 23年度 24年度 25年度

2,774 2,793 2,777 2,792

2,750 2,732 2,227 2,167

2,247 2,730 2,220 2,158

8 12 14 9

2 2 2 2

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

会計区分 （　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

所　属 総務 　部 大学・私学振興 　課 私学振興 　Ｇ

事　　業　　名 福井県科学学術顕彰事業 含まれる事業数
事　業
区　分

国　庫 実行予算 事　業
開　始
年　度

H17
事業終了
予定年度

事務区分福井新々元気宣言
における位置付け

県　単 補 助 金

その他 そ の 他 10

　福井県内を中心に活動している者で、科学技術に関する研究開発または学術研究において特に顕著な功績を挙げ、産業の振興、地域の活性化その他住民の福祉の向上に貢献したと認められる者を顕彰することにより、社会の発展に資
する。

　指定寄附金により福井県科学学術顕彰基金を創設し、基金およびその運用益を原資に表彰を実施する。
　・表彰の対象者　福井県内を中心に活動している者で、物理、化学、生物、医学・生理学、経済における分野で特に顕著な功績を挙げ、産業の振興、地域の活性化その他住民の福祉の向上に貢献したと認められる者。
　・表彰数　毎年２人程度
　・賞金　　大賞１００万円　特別賞５０万円

区　　　　　分 26年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 2,684 △ 0.8%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 2,688 0.6%

決 算 額 の 推 移 0.0%

事業効果
の推移

活動
指標

応募者数（人） 14 21.6%

成果
指標

受賞者数（人） 3 12.5%

Ⅰ

〕／整備目標 年度〔

Ⅰ

〕　＝　〔

区　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　　記　　事　　項

計 画 の 達 成 状 況 年度整備水準〔

予　算　額　（単位：千円） 2,688

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源 2,688

一　般　財　源 0

所属の

方　針

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □

□ 整理統合 □

縮　　減 □ 終期の見直し
　近年応募数は増加傾向にあるため、周知が図られてきている。また、受賞者数も同程度で
推移している。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

廃　　止 □ そ の 他
　科学技術に関する研究開発または学術研究を通じて社会の発展に資するため、今後も継続
していく。

見直し額 千　円

－　１　－



別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 □ □ 年度 ■ 自 治 事 務

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 経過年数 － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

22年度 23年度 24年度 25年度

1,040 4,040 1,040 1,000

1,040 4,040 1,040 1,000

1,040 4,040 1,040 1,000

15 9 15 15

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

会計区分 （　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

所　属 総務 　部 大学・私学振興 　課 私学振興 　Ｇ

事　　業　　名 福井県私立学校連合会補助金 含まれる事業数
事　業
区　分

国　庫 実行予算 事　業
開　始
年　度

S42
事業終了
予定年度

事務区分福井新々元気宣言
における位置付け

元気な社会 県　単 補 助 金

日本のモデル「福井の教育」 その他 そ の 他 48

　県内における各私立学校相互の連携を図り、私学教育の振興とその健全な発展に資する。

　福井県私立学校連合会の実施する次の事業に対して補助する。
　・私学振興大会開催事業
　・私立高等学校教育振興事業
　・私立幼稚園教員研修事業
　・私立専修学校各種学校教職員研修事業

区　　　　　分 26年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 960 51.6%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 960 51.6%

決 算 額 の 推 移 70.1%

事業効果
の推移

活動
指標

研修会の開催等 8.9%

成果
指標

研修会参加人数

Ⅰ

〕／整備目標 年度〔 〕　＝　〔

区　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　　記　　事　　項

計 画 の 達 成 状 況 年度整備水準〔

予　算　額　（単位：千円） 960 平成23年度…私立学校における特色ある学校づくりの成果を県民へＰＲするため
の経費として3,000千円を補助

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 960

所属の

方　針

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □

□ 整理統合 □

縮　　減 □ 終期の見直し
　研修事業の開催等により県内私立学校の振興に寄与している。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

廃　　止 □ そ の 他
　県内における各私立学校相互の連携を図ることで私学教育の振興と私立学校の発展に資す
るため、団体の活動状況を踏まえながら今後も継続していく。

見直し額 千　円

－　２　－



別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 □ □ 年度 ■ 自 治 事 務

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 経過年数 － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

22年度 23年度 24年度 25年度

33,359 33,193 34,081 35,230

32,878 33,193 33,128 33,424

32,800 33,051 32,946 33,301

8/1000 8/1000 8/1000 8/1000

59.92/1000 61.69/1000 62.46/1000 64.23/1000

59.92/1000 61.69/1000 62.46/1000 64.23/1000

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

会計区分 （　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

所　属 総務 　部 大学・私学振興 　課 私学振興 　Ｇ

事　　業　　名 私立学校教職員共済事業補助金 含まれる事業数
事　業
区　分

国　庫 実行予算 事　業
開　始
年　度

S33
事業終了
予定年度

事務区分福井新々元気宣言
における位置付け

元気な社会 県　単 補 助 金

日本のモデル「福井の教育」 その他 そ の 他 57

　県内の私立学校および教職員の長期給付事業に係る負担を軽減し、私立学校教育の振興を図る。

　私立学校教職員の長期給付事業に対して補助する。
　　・補助事業者　　　日本私立学校振興・共済事業団
　　・補助対象経費　　福井県内加入者の標準給与総額
　　・補助率　　　　　８／１０００

区　　　　　分 26年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 34,540 0.9%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 33,362 0.4%

決 算 額 の 推 移 0.5%

事業効果
の推移

活動
指標

県補助率 8/1000 0.0%

成果
指標

学校負担率 66.9/1000 2.8%

Ⅱ

〕／整備目標 年度〔

Ⅱ

教職員負担率 66.9/1000 2.8% Ⅱ

〕　＝　〔

区　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　　記　　事　　項

計 画 の 達 成 状 況 年度整備水準〔

予　算　額　（単位：千円） 33,362 15年度から掛金率算定方法改定

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 33,362

所属の

方　針

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □

□ 整理統合 □

縮　　減 □ 終期の見直し
　段階的に掛金率が引上げられており、学校および教職員の負担軽減のために必要である。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

廃　　止 □ そ の 他
　学校運営および教職員の負担軽減および年金財政の安定化を図るため今後も継続してい
く。

見直し額 千　円

－　３　－



別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 □ □ 年度 ■ 自 治 事 務

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 経過年数 － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

22年度 23年度 24年度 25年度

56,598 56,746 56,477 56,573

56,598 56,746 56,477 56,573

56,597 56,746 56,477 56,573

23/1000 23/1000 23/1000 23/1000

80/1000 80/1000 80/1000 80/1000

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

会計区分 （　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

所　属 総務 　部 大学・私学振興 　課 私学振興 　Ｇ

事　　業　　名 福井県私立学校退職金基金社団補助金 含まれる事業数
事　業
区　分

国　庫 実行予算 事　業
開　始
年　度

S42
事業終了
予定年度

事務区分福井新々元気宣言
における位置付け

元気な社会 県　単 補 助 金

日本のモデル「福井の教育」 その他 そ の 他 47

 県内の私立学校教職員の退職金の支給を円滑かつ確実にし、私立学校教育の振興を図る。

　私立学校教職員の退職金の交付に必要な基金の造成に対して補助する。
　　・補助事業者　　　（社）福井県私立学校退職金基金社団
　　・補助対象経費　　福井県内加入者の標準給与総額
　　・補助率　　　　　２３／１０００

区　　　　　分 26年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 57,008 0.2%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 57,006 0.2%

決 算 額 の 推 移 0.0%

事業効果
の推移

活動
指標

県補助率 23/1000 0.0%

成果
指標

学校負担率 80/1000 0.0%

Ⅱ

〕／整備目標 年度〔

Ⅱ

〕　＝　〔

区　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　　記　　事　　項

計 画 の 達 成 状 況 年度整備水準〔

予　算　額　（単位：千円） 57,006

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 57,006

所属の

方　針

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □

□ 整理統合 □

縮　　減 □ 終期の見直し
　県の補助により、学校の負担率も据え置かれており、私立学校の健全な財政運営に寄与し
ている。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

廃　　止 □ そ の 他
　私立学校教職員に対する退職金の支給を円滑かつ確実にするため今後も継続していく。

見直し額 千　円

－　４　－



別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 ■ □ 年度 ■ 自 治 事 務

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ 経過年数 － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

22年度 23年度 24年度 25年度

626,154 621,651 614,882 618,980

601,223 603,118 605,313 608,037

599,170 595,196 597,084 603,276

32 32 32 33

3,272 3,251 3,276 3,266

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

会計区分 （　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

所　属 総務 　部 大学・私学振興 　課 私学振興 　Ｇ

事　　業　　名 私立幼稚園教育振興補助金 含まれる事業数
事　業
区　分

国　庫 実行予算 事　業
開　始
年　度

S52
事業終了
予定年度

事務区分福井新々元気宣言
における位置付け

元気な社会 県　単 補 助 金

日本のモデル「福井の教育」 その他 そ の 他 37

　私立幼稚園における教育内容の充実を図るとともに、経営の健全性を高めることで教育条件の維持向上を図る。

　私立幼稚園の経常的経費（人件費、物件費等）に対し補助する。
　　・補助事業者　　　私立幼稚園の設置者

区　　　　　分 26年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 622,567 △ 0.1%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 590,682 △ 0.4%

決 算 額 の 推 移 0.2%

事業効果
の推移

活動
指標

補助対象園数 33 0.8%

成果
指標

就園児数 3,164 △ 0.8%

Ⅱ

〕／整備目標 年度〔

5月1日現在 Ⅲ

〕　＝　〔

区　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　　記　　事　　項

計 画 の 達 成 状 況 年度整備水準〔

予　算　額　（単位：千円） 590,682 平成２７年度から「子ども・子育て支援新制度」が開始されることに伴い、新制
度に移行する幼稚園に対する助成が私学助成から、施設型給付に変更される。

財源内訳

国　　　　　庫 99,896

その他特定財源

一　般　財　源 490,786

所属の

方　針

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 ■

□ 整理統合 □

縮　　減 □ 終期の見直し
　就園児数は減少傾向にあるため、私立幼稚園の安定的な経営のためには本事業の必要性は
高まっている。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

廃　　止 □ そ の 他
　平成２７年度から「子ども・子育て支援新制度」が開始されることに伴い、新制度に移行
する私立幼稚園に対する助成が私学助成から、施設型給付に変更される。そのため、新制度
に移行する私立幼稚園の運営に対する補助金は計上しない。旧制度で私学助成を受ける私立
幼稚園の教育内容の充実、教育条件の維持向上を図るため今後も継続していく。

見直し額 △ 167,393 千　円

－　５　－



別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 ■ □ 年度 ■ 自 治 事 務

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ 経過年数 － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

22年度 23年度 24年度 25年度

64,620 63,300 61,260 64,320

61,260 62,980 65,700 66,340

57,246 58,610 61,750 63,023

31 31 31 31

618 710 740 739

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

会計区分 （　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

所　属 総務 　部 大学・私学振興 　課 私学振興 　Ｇ

事　　業　　名 私立幼稚園預かり保育推進事業補助金 含まれる事業数
事　業
区　分

国　庫 実行予算 事　業
開　始
年　度

H10
事業終了
予定年度

事務区分福井新々元気宣言
における位置付け

元気な社会 県　単 補 助 金

日本のモデル「福井の教育」 その他 そ の 他 17

　子育てがしやすい環境づくりを実現するために、私立幼稚園の預かり保育を推進する。

　教育時間終了後や土曜日、長期休業期間中に預かり保育を行う私立幼稚園に対し、担当教員の配置等に要する経費を補助する。
　　・補助事業者　　　私立幼稚園を設置する学校法人および社会福祉法人

区　　　　　分 26年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 71,200 2.6%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 74,680 5.2%

決 算 額 の 推 移 3.3%

事業効果
の推移

活動
指標

補助対象園数 0.0%

成果
指標

対象園児数 6.3%

Ⅱ

〕／整備目標 年度〔

実施園ごとの平日1日当たり平均の計 Ⅰ

〕　＝　〔

区　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　　記　　事　　項

計 画 の 達 成 状 況 年度整備水準〔

予　算　額　（単位：千円） 74,680 　平成１９年度から平日に加え、土曜日、長期休業期間中の預かり保育も補助
対象とした。
　平成２１年度から、国の補助基準が改正されたことにより、従来預かり保育
対象園児数で積算していた方法を改め、保育担当者数、預かり時間ごとに加算
する方法に改めた。

平成２７年度から「子ども・子育て支援新制度」が開始されることに伴い、新制
度に移行する幼稚園に対する助成が私学助成から、一時預かり事業（市町事業）
に変更される。

財源内訳

国　　　　　庫 37,340

その他特定財源

一　般　財　源 37,340

所属の

方　針

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 ■

□ 整理統合 □

縮　　減 □ 終期の見直し
　ほとんどの私立幼稚園で実施しており、預かり園児数も増加していることから、本事業の
ニーズは高い。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

廃　　止 □ そ の 他　平成２７年度から「子ども・子育て支援新制度」が開始されることに伴い、新制度に移行
する幼稚園に対する助成が私学助成から、一時預かり事業（市町事業）に変更される。その
ため、新制度に移行する私立幼稚園が行う預かり保育に係る補助金は原則計上しない。旧制
度で預かり保育を行う私立幼稚園の保護者の子育てに対する負担感を軽減するため今後も継
続していく。

見直し額 △ 17,200 千　円

－　６　－



別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 ■ □ 年度 ■ 自 治 事 務

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ 経過年数 － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

22年度 23年度 24年度 25年度

70,560 73,500 65,660 75,542

64,680 65,268 79,184 107,016

60,338 53,970 66,292 100,630

18 25 23 24

123 119 151 197

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

会計区分 （　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

所　属 総務 　部 大学・私学振興 　課 私学振興 　Ｇ

事　　業　　名 私立幼稚園特別支援教育事業補助金 含まれる事業数
事　業
区　分

国　庫 実行予算 事　業
開　始
年　度

S52
事業終了
予定年度

事務区分福井新々元気宣言
における位置付け

元気な社会 県　単 補 助 金

日本のモデル「福井の教育」 その他 そ の 他 38

　私立幼稚園における特別な支援が必要な幼児の教育を強化するため、専任教員の配置など教育内容の充実を図る。

　特別な支援が必要な幼児が就園している私立幼稚園に対し、専任教員の配置等に要する経費を補助する。
　　・補助事業者　　　私立幼稚園を設置する学校法人

区　　　　　分 26年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 93,398 8.0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 108,192 14.6%

決 算 額 の 推 移 21.4%

事業効果
の推移

活動
指標

補助対象園数 11.7%

成果
指標

対象（受入）園児数 18.0%

Ⅰ

〕／整備目標 年度〔

Ⅰ

〕　＝　〔

区　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　　記　　事　　項

計 画 の 達 成 状 況 年度整備水準〔

予　算　額　（単位：千円） 108,192 ・平成19年度から発達障害児も補助対象に加えた。
・平成21年度から身体障害者手帳、療育手帳、診断書等の交付の有無に応じた
補助単価を設定

財源内訳

国　　　　　庫 53,312

その他特定財源

一　般　財　源 54,880

所属の

方　針

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □

□ 整理統合 □

縮　　減 □ 終期の見直し
　平成19年4月から「特別支援教育」が学校教育法に位置づけられ、すべての学校において、
障害のある幼児児童生徒の支援をさらに充実することとなっており、補助対象園数、対象園
児数の実績から見ても本事業のニーズは高い。 ■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

廃　　止 □ そ の 他
　特別な支援が必要な幼児の就園を促進し、教育内容の充実を図るため今後も継続してい
く。

見直し額 千　円

－　７　－



別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 ■ □ 年度 ■ 自 治 事 務

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ 経過年数 － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

22年度 23年度 24年度 25年度

33,600 33,600 33,600 33,600

32,400 32,400 32,400 33,600

30,267 27,054 27,054 30,576

27 27 27 27

374 443 460 482

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

会計区分 （　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

所　属 総務 　部 大学・私学振興 　課 私学振興 　Ｇ

事　　業　　名 私立幼稚園２歳児受入推進事業補助金 含まれる事業数
事　業
区　分

国　庫 実行予算 事　業
開　始
年　度

H20
事業終了
予定年度

事務区分福井新々元気宣言
における位置付け

元気な社会 県　単 補 助 金

日本のモデル「福井の教育」 その他 そ の 他 7

　子育てがしやすい環境づくりを実現するために、私立幼稚園における２歳児の受け入れを推進する。

　２歳児の受け入れを行う私立幼稚園に対し、専任教員の配置等に要する経費を補助する。
　　・補助事業者　　　私立幼稚園を設置する学校法人

区　　　　　分 26年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 36,000 1.8%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 33,600 0.9%

決 算 額 の 推 移 0.8%

事業効果
の推移

活動
指標

補助対象園数 0.0%

成果
指標

２歳児受入数 9.0%

Ⅱ

〕／整備目標 年度〔

Ⅰ

〕　＝　〔

区　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　　記　　事　　項

計 画 の 達 成 状 況 年度整備水準〔

予　算　額　（単位：千円） 33,600

財源内訳

国　　　　　庫 16,800

その他特定財源

一　般　財　源 16,800

所属の

方　針

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □

□ 整理統合 □

縮　　減 □ 終期の見直し
　ほとんどの私立幼稚園で実施しており、2歳児の受入も多いことから、本事業のニーズは高
い。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

廃　　止 □ そ の 他
　保護者の子育てに対する負担感を軽減するため今後も継続していく。

見直し額 千　円

－　８　－



別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 ■ □ 年度 ■ 自 治 事 務

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ 経過年数 － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

22年度 23年度 24年度 25年度

6,572 7,050 6,473 6,504

6,950 6,472 6,504 8,209

6,949 6,472 6,504 8,208

1 1 1 1

26 24 24 30

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

会計区分 （　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

所　属 総務 　部 大学・私学振興 　課 私学振興 　Ｇ

事　　業　　名 私立小学校教育振興補助金 含まれる事業数
事　業
区　分

国　庫 実行予算 事　業
開　始
年　度

H10
事業終了
予定年度

事務区分福井新々元気宣言
における位置付け

元気な社会 県　単 補 助 金

日本のモデル「福井の教育」 その他 そ の 他 17

　私立小学校における教育内容の充実を図るとともに、経営の健全性を高めることで教育条件の維持向上を図る。

　私立小学校の経常的経費（人件費、物件費等）に対し補助する。
　　・補助事業者　　　私立小学校の設置者

区　　　　　分 26年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 8,209 6.4%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 11,355 14.5%

決 算 額 の 推 移 6.6%

事業効果
の推移

活動
指標

補助対象学校数 1 0.0%

成果
指標

修学児童数 41 13.4%

Ⅱ

〕／整備目標 年度〔

5月1日現在 Ⅰ

〕　＝　〔

区　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　　記　　事　　項

計 画 の 達 成 状 況 年度整備水準〔

予　算　額　（単位：千円） 11,355

財源内訳

国　　　　　庫 1,611

その他特定財源

一　般　財　源 9,744

所属の

方　針

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □

□ 整理統合 □

縮　　減 □ 終期の見直し
　修学児童数は近年増加傾向であるが、今後の安定的な経営のためには本事業の必要性は高
い。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

廃　　止 □ そ の 他
　私立小学校における教育内容の充実、教育条件の維持向上を図るため今後も継続してい
く。

見直し額 千　円

－　９　－



別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 ■ □ 年度 ■ 自 治 事 務

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ 経過年数 － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

22年度 23年度 24年度 25年度

128,991 154,490 157,468 158,458

155,521 153,368 157,588 155,958

155,521 153,368 157,588 155,958

4 4 4 4

372 376 398 383

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

会計区分 （　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

所　属 総務 　部 大学・私学振興 　課 私学振興 　Ｇ

事　　業　　名 私立中学校教育振興補助金 含まれる事業数
事　業
区　分

国　庫 実行予算 事　業
開　始
年　度

S63
事業終了
予定年度

事務区分福井新々元気宣言
における位置付け

元気な社会 県　単 補 助 金

日本のモデル「福井の教育」 その他 そ の 他 27

　私立中学校における教育内容の充実を図るとともに、経営の健全性を高めることで教育条件の維持向上を図る。

　私立中学校の経常的経費（人件費、物件費等）に対し補助する。
　　・補助事業者　　　私立中学校の設置者

区　　　　　分 26年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 154,937 5.0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 150,503 △ 0.8%

決 算 額 の 推 移 0.1%

事業効果
の推移

活動
指標

補助対象学校数 4 0.0%

成果
指標

修学生徒数 404 2.2%

Ⅱ

〕／整備目標 年度〔

5月1日現在 Ⅱ

〕　＝　〔

区　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　　記　　事　　項

計 画 の 達 成 状 況 年度整備水準〔

予　算　額　（単位：千円） 150,503

財源内訳

国　　　　　庫 21,361

その他特定財源

一　般　財　源 129,142

所属の

方　針

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 ■

□ 整理統合 □

縮　　減 □ 終期の見直し
　修学生徒数は同程度で推移しており、今後の安定的な経営のためには本事業の必要性は高
い。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

廃　　止 □ そ の 他
　私立中学校における教育内容の充実、教育条件の維持向上を図るため、学校経営の状況を
踏まえながら今後も継続していく。

見直し額 △ 2,921 千　円

－　１０　－



別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 ■ □ 年度 ■ 自 治 事 務

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ 経過年数 － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

22年度 23年度 24年度 25年度

1,672,704 1,637,307 1,657,701 1,634,145

1,622,244 1,644,009 1,608,330 1,610,257

1,622,244 1,643,935 1,608,330 1,610,257

6 6 6 6

5,669 5,680 5,774 5,953

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

会計区分 （　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

所　属 総務 　部 大学・私学振興 　課 私学振興 　Ｇ

事　　業　　名 私立高等学校教育振興補助金 含まれる事業数
事　業
区　分

国　庫 実行予算 事　業
開　始
年　度

S27
事業終了
予定年度

事務区分福井新々元気宣言
における位置付け

元気な社会 県　単 補 助 金

日本のモデル「福井の教育」 その他 そ の 他 63

　私立高等学校における教育内容の充実を図るとともに、経営の健全性を高めることで教育条件の維持向上を図る。

　私立高等学校の経常的経費（人件費、物件費等）に対し補助する。
　　・補助事業者　　　私立高等学校の設置者

区　　　　　分 26年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 1,606,972 △ 1.0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 1,570,252 △ 0.8%

決 算 額 の 推 移 △ 0.2%

事業効果
の推移

活動
指標

補助対象学校数 6 0.0%

成果
指標

修学生徒数 6,200 2.3%

Ⅱ

〕／整備目標 年度〔

5月1日現在 Ⅱ

〕　＝　〔

区　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　　記　　事　　項

計 画 の 達 成 状 況 年度整備水準〔

予　算　額　（単位：千円） 1,570,252 ・平成25年度当初予算から通信制課程に対する補助開始

財源内訳

国　　　　　庫 266,980

その他特定財源

一　般　財　源 1,303,272

所属の

方　針

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 ■

□ 整理統合 □

縮　　減 □ 終期の見直し
　修学生徒数は直近では微増傾向にあるが、今後の安定的な経営のためには本事業の必要性
は高い。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

廃　　止 □ そ の 他
　私立高校における教育内容の充実、教育条件の維持向上を図るため、学校経営の状況を踏
まえながら今後も継続していく。

見直し額 △ 5,511 千　円

－　１１　－



別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 □ □ 年度 ■ 自 治 事 務

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 経過年数 － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

22年度 23年度 24年度 25年度

325,000 325,000 325,000 325,000

325,000 325,000 325,000 325,000

325,000 325,000 325,000 325,000

6 6 6 6

1,982 1,986 2,065 2,194

95.3% 95.5% 99.3% 105.5%

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

会計区分 （　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

所　属 総務 　部 大学・私学振興 　課 私学振興 　Ｇ

事　　業　　名 私立高等学校魅力アップ推進事業 含まれる事業数
事　業
区　分

国　庫 実行予算 事　業
開　始
年　度

H16
事業終了
予定年度

事務区分福井新々元気宣言
における位置付け

元気な社会 県　単 補 助 金

日本のモデル「福井の教育」 その他 そ の 他 11

　独自性ある私立高等学校の振興のため、生徒や保護者にとってより魅力ある学校となるような意欲的な取り組みなど特色ある学校づくりを支援する。

　食育、環境教育の推進など社会情勢に対応した教育改革の積極的な推進、学力向上、就職支援に係る特色ある取組み、学校評価、安全・安心対策、部活動の活躍などに対し、私立高等学校教育振興補助金に加算して補助する。
　　・補助事業者　　　私立高等学校の設置者

区　　　　　分 26年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 335,000 0.8%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 335,000 0.8%

決 算 額 の 推 移 0.0%

目標：2,055人（私立高校入学定員）

目標：100％以上

事業効果
の推移

活動
指標

補助対象学校数（校） 6 0.0% 補助対象となる学校数

成果
指標

私立高校入学者数（人）

Ⅱ

年度〔

Ⅱ

定員充足率 3.5% Ⅱ

〕　＝　〔

3.5%

区　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　　記　　事　　項

計 画 の 達 成 状 況 年度整備水準〔 〕／整備目標

予　算　額　（単位：千円） 335,000 ・平成19年度に特色・魅力ある教育の強化（国庫メニューの充実）、学校評価
など、支援内容の充実強化を行った。
・平成25年度から、学力・スポーツ・芸術分野等での目標に対する成果配分を
導入財源内訳

国　　　　　庫 10,440

その他特定財源

一　般　財　源 324,560

所属の

方　針

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □

□ 整理統合 □

縮　　減 □ 終期の見直し
　入学者数、定員充足率は年々増加しており、私立高校の魅力を高める本事業の効果が現れ
ている。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

廃　　止 □ そ の 他
　成果配分枠の拡充により各高等学校が特色ある学校づくりをさらに推進していくため、今
後も継続していく。

見直し額 千　円

－　１２　－



別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 ■ □ 年度 ■ 自 治 事 務

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 経過年数 － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

22年度 23年度 24年度 25年度

815,436 956,753 976,972 974,510

954,770 974,122 975,115 996,074

952,128 971,070 969,459 994,769

9 9 9 10

5,692 5,739 5,797 5,966

2,664 2,725 2,773 2,663

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

会計区分 （　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

所　属 総務 　部 大学・私学振興 　課 私学振興 　Ｇ

事　　業　　名 私立高等学校等就学支援事業 含まれる事業数
事　業
区　分

国　庫 実行予算 事　業
開　始
年　度

H22
事業終了
予定年度

事務区分福井新々元気宣言
における位置付け

元気な社会 県　単 補 助 金

日本のモデル「福井の教育」 その他 そ の 他 5

　私立高等学校、専修学校（高等課程）に通う生徒の教育費負担を軽減する。

（１）就学支援金の支給（国制度）
　　　世帯の所得状況に応じて、就学支援金を支給
（２）授業料等の減免に対する補助（県制度）
　　　就学支援金に加え、低所得世帯の授業料等を各学校が減免した場合の経費を補助

区　　　　　分 26年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 966,722 4.6%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 1,048,957 2.4%

決 算 額 の 推 移 1.5%

事業効果
の推移

活動
指標

対象校数 3.7%

成果
指標

就学支援金支給対象生徒数 1.6%

Ⅱ

〕／整備目標 年度〔

Ⅱ

減免補助対象生徒数 0.1% Ⅱ

〕　＝　〔

区　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　　記　　事　　項

計 画 の 達 成 状 況 年度整備水準〔

予　算　額　（単位：千円） 1,048,957

財源内訳

国　　　　　庫 855,818

その他特定財源 36,770

一　般　財　源 156,369

所属の

方　針

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □

□ 整理統合 □

縮　　減 □ 終期の見直し
　減免補助対象人数から見ても、低所得世帯の生徒が私立高等学校等で修学できる機会の確
保に寄与している。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

廃　　止 □ そ の 他
　経済状況が低迷する中において、私立高校等における教育費負担を軽減することは必要で
あることから、今後も継続していく。

見直し額 千　円

－　１３　－



別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 ■ □ 年度 ■ 自 治 事 務

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ 経過年数 － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

22年度 23年度 24年度 25年度

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

会計区分 （　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

所　属 総務 　部 大学・私学振興 　課 私学振興 　Ｇ

事　　業　　名 私立高等学校等奨学給付金支給事業 含まれる事業数
事　業
区　分

国　庫 実行予算 事　業
開　始
年　度

H26
事業終了
予定年度

事務区分福井新々元気宣言
における位置付け

元気な社会 県　単 補 助 金

日本のモデル「福井の教育」 その他 そ の 他 1

　私立高等学校等に通う低所得世帯の生徒の教育費負担を軽減し、教育の機会均等を目指す。

　　○奨学給付金の支給
　　　H26.4以降入学者で年収250万円未満程度の世帯に対し、奨学給付金を支給
　　・生活保護受給世帯　52,600円／年・人
　　・第１子の高校生等がいる世帯　38,000円／年・人
　　・23歳未満の被扶養者がいる世帯で第２子以降の高校生等がいる世帯　138,000円／年・人

区　　　　　分 26年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 16,704 -

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 20,555 -

決 算 額 の 推 移 -

事業効果
の推移

活動
指標

成果
指標

奨学給付金支給対象生徒数 -

〕／整備目標 年度〔 〕　＝　〔

区　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　　記　　事　　項

計 画 の 達 成 状 況 年度整備水準〔

予　算　額　（単位：千円） 20,555

財源内訳

国　　　　　庫 6,851

その他特定財源 0

一　般　財　源 13,704

所属の

方　針

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □

□ 整理統合 □

縮　　減 □ 終期の見直し

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

廃　　止 □ そ の 他
　教育費負担の大きい低所得世帯に対し奨学のための給付金を支給することは、高校生等の
修学支援に資するため、今後も継続していく。

見直し額 千　円

－　１４　－



別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 □ □ 年度 ■ 自 治 事 務

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 経過年数 － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

22年度 23年度 24年度 25年度

32,211 38,781 38,835 42,426

36,594 40,590 41,373 41,067

36,594 40,590 41,373 41,040

14 15 15 15

1,337 1,508 1,505 1,492

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

会計区分 （　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

所　属 総務 　部 大学・私学振興 　課 私学振興 　Ｇ

事　　業　　名 私立専修学校等教育振興補助金 含まれる事業数
事　業
区　分

国　庫 実行予算 事　業
開　始
年　度

S56
事業終了
予定年度

事務区分福井新々元気宣言
における位置付け

元気な社会 県　単 補 助 金

日本のモデル「福井の教育」 その他 そ の 他 34

　職業若しくは実際生活に必要な能力を育成し、または教養の向上を目的とする学校教育における私立専修学校等の果たす役割に鑑み、教育の充実を図り、経営の健全化を図る。

　私立専修学校等の運営に係る経常費に対し補助する。
　　・補助事業者　　　私立専修学校等を設置する学校法人および社団法人

区　　　　　分 26年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 44,442 8.6%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 39,141 4.0%

決 算 額 の 推 移 4.0%

事業効果
の推移

活動
指標

補助対象学校数 15 1.8%

成果
指標

修学生徒数 1,446 2.2%

Ⅱ

〕／整備目標 年度〔

5月1日現在（補助対象校） Ⅱ

〕　＝　〔

区　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　　記　　事　　項

計 画 の 達 成 状 況 年度整備水準〔

予　算　額　（単位：千円） 39,141

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 39,141

所属の

方　針

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 ■

□ 整理統合 □

縮　　減 □ 終期の見直し
　修学生徒数は近年微減傾向にあり、今後の安定的な経営のためには本事業の必要性は高
い。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

廃　　止 □ そ の 他
　私立専修学校等における教育内容の充実、教育条件の維持向上を図るため、修学生徒数の
状況を勘案しながら今後も継続していく。

見直し額 △ 3,060 千　円

－　１５　－



別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 □ □ 年度 ■ 自 治 事 務

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 経過年数 － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

22年度 23年度 24年度 25年度

51,985 14,209 14,310 14,310

51,985 14,209 14,310 14,310

51,985 13,561 14,310 14,310

1 1 1 1

2 1 1 1

817 - - -

252 368 488 504

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

会計区分 （　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

所　属 総務 　部 大学・私学振興 　課 高等教育 　Ｇ

事　　業　　名 私立大学教育振興補助金 含まれる事業数
事　業
区　分

国　庫 実行予算 事　業
開　始
年　度

S62
事業終了
予定年度

事務区分福井新々元気宣言
における位置付け

元気な社会 県　単 補 助 金

日本のモデル「福井の教育」 その他 そ の 他 28

　新設された私立大学または学部・学科を増設する私立大学の経営の健全性を高め、健全な発展を図る。

　新設または学部、学科の増設を行う私立大学の管理経費に対し補助する。
　　・補助事業者　　　私立大学の設置者
　　・補助対象経費　　人件費、教育研究費等（新増設後完成年度まで）、管理経費等（新増設後１０年間）
　　・補助率　　　　　１／２

区　　　　　分 26年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 14,310 △ 17.8%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 14,310 △ 24.0%

決 算 額 の 推 移 △ 22.8%

目標：５００人以上（大学収容定員）

事業効果
の推移

活動
指標

補助対象大学数 1 0.0%

成果
指標

学生数（人間学部） -

Ⅱ

補助対象学部数 1 △ 12.5% Ⅳ

〕／整備目標 年度〔

学生数（人間生活学部） 506 20.6% Ⅰ

-

〕　＝　〔

区　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　　記　　事　　項

計 画 の 達 成 状 況 年度整備水準〔

予　算　額　（単位：千円） 14,310

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 14,310

所属の

方　針

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □

□ 整理統合 □

縮　　減 □ 終期の見直し
　21年度から新たな学部が増設（人間生活学部）されたことに伴い、学生数は増加してい
る。また、24年度で学部が完成したが、25年度以降の学生数も増加している。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

廃　　止 □ そ の 他
　私立大学の経営の安定化および健全な発展を図るため今後も継続していく。

見直し額 千　円

－　１６　－



別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 ■ □ 年度 ■ 自 治 事 務

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ 経過年数 － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

22年度 23年度 24年度 25年度

79,177 16,038 7,726 48,675

46,862 23,721 9,982 50,183

37,411 15,750 6,142 50,183

1 0 0 0

55.9% 61.7% 64.0% 66.0%

70.1% 75.6% 79.5% 82.6%

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

会計区分 （　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

所　属 総務 　部 大学・私学振興 　課 私学振興 　Ｇ

事　　業　　名 私立学校耐震化促進事業補助金 含まれる事業数
事　業
区　分

国　庫 実行予算 事　業
開　始
年　度

H20
事業終了
予定年度

事務区分福井新々元気宣言
における位置付け

元気な社会 県　単 補 助 金

日本一の安全・安心（治安向上から治安実感へ） その他 そ の 他 7

　県内の私立幼稚園、小・中学校、高等学校の耐震化を促進し、児童・生徒の安全確保を図る。

　県内の私立幼稚園、小・中学校、高等学校の耐震化を促進するため、耐震診断、耐震補強工事に対して補助する。
　　・補助事業者　　　私立幼稚園、小・中・高等学校を設置する学校法人
　　・補助率　　　　　①耐震診断　　　　国１／３　県１／３　（設置者１／３）
　　　　　　　　　　　②耐震補強工事　　Is値０．３未満（倒壊の危険性の高い施設）　県１／６　（国１／２　設置者１／３）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Is値０．３以上（倒壊の危険性のある施設）　県１／６　（国１／３　設置者１／２）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　木造建築物、４００万円未満の工事　　　　　県１／２　（設置者１／２）

区　　　　　分 26年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 64,258 107.6%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 62,849 80.2%

決 算 額 の 推 移 199.4%

目標：平成２７年度末に８７％

事業効果
の推移

活動
指標

耐震診断実施棟数 0.0%

成果
指標

耐震診断実施率

Ⅱ

〕／整備目標 年度〔

　旧基準建築物のみ Ⅰ

耐震化率 5.6% Ⅰ

5.7%

〕　＝　〔

区　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　　記　　事　　項

計 画 の 達 成 状 況 年度整備水準〔

予　算　額　（単位：千円） 62,849

財源内訳

国　　　　　庫 1,085

その他特定財源

一　般　財　源 61,764

所属の

方　針

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 ■

□ 整理統合 □

縮　　減 □ 終期の見直し
　耐震診断実施率、耐震化率は上昇しており、施設の耐震化が進んでいる。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

廃　　止 □ そ の 他
　大規模地震から園児、生徒を守り、安心して学べる環境をつくるため、今後も継続してい
く。平成２７年度については、補助対象事業費の減少により平成２６年度比で大幅な減少が
ある。 見直し額 △ 55,426 千　円

－　１７　－



別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 ■ □ 年度 ■ 自 治 事 務

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ 経過年数 H26 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

22年度 23年度 24年度 25年度

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕
廃　　止 □ そ の 他

　平成２６年度限りの経済対策事業であり、期初の目的を達成したため、事業を終了する。

見直し額 △ 14,357 千　円

縮　　減 □ 終期の見直し
　県内ほぼ全ての私立幼稚園等において、教育環境の向上が図られた。

□ 継　　続 □ 休　　止 ■ 完　　了

0

所属の

方　針

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □

□ 整理統合 □

予　算　額　（単位：千円） 10,014

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源 10,014

一　般　財　源

〕　＝　〔

区　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　　記　　事　　項

計 画 の 達 成 状 況 年度整備水準〔 〕／整備目標 年度〔

Ⅱ

事業効果
の推移

活動
指標

補助幼稚園等数 28 0.0%

成果
指標

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 10,014 0.0%

決 算 額 の 推 移

　私立幼稚園等の施設において、遊具等の環境整備を行うことで、幼児教育の質の向上を図る。

　私立幼稚園等の遊具等の環境整備に要する経費を補助する。
　　・補助事業者　　　私立幼稚園等を設置する学校法人、社会福祉法人
　　・補助基準額　　　２，０００千円／施設
　　・補助率　　　　　私立幼稚園：国１／３　学校法人等２／３、認定こども園：国１／２　学校法人等１／２

区　　　　　分 26年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 14,357 0.0%

事務区分福井新々元気宣言
における位置付け

元気な社会 県　単 補 助 金

日本のモデル「福井の教育」 その他 そ の 他 1

　Ｇ

事　　業　　名 私立幼稚園等緊急環境整備事業補助金 含まれる事業数
事　業
区　分

国　庫 実行予算 事　業
開　始
年　度

H26
事業終了
予定年度

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

会計区分 （　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

所　属 総務 　部 大学・私学振興 　課 私学振興

－　１８　－



別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 □ □ 年度 ■ 自 治 事 務

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 経過年数 － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

22年度 23年度 24年度 25年度

540 540 486 486

540 540 486 486

540 540 486 486

885 890 898 879

33 43 36 37

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

会計区分 （　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

所　属 総務 　部 大学・私学振興 　課 高等教育 　Ｇ

事　　業　　名 福井大学しらゆり会補助金 含まれる事業数
事　業
区　分

国　庫 実行予算 事　業
開　始
年　度

S48
事業終了
予定年度

事務区分福井新々元気宣言
における位置付け

県　単 補 助 金

その他 そ の 他 42

　献体運動団体に対し補助することにより、医学教育に必須である解剖体確保事業等の推進を図り、もって地域医療の向上に寄与する。

　福井大学しらゆり会の解剖体確保事業等に対し補助する。
　　・補助事業者　　　福井大学しらゆり会

区　　　　　分 26年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 486 △ 2.5%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 486 △ 3.3%

決 算 額 の 推 移 △ 3.3%

事業効果
の推移

活動
指標

成果
指標

会員数 △ 0.2%

〕／整備目標 年度〔

3月31日現在 Ⅲ

献体数 5.6% Ⅰ

〕　＝　〔

区　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　　記　　事　　項

計 画 の 達 成 状 況 年度整備水準〔

予　算　額　（単位：千円） 486

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 486

所属の

方　針

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □

□ 整理統合 □

縮　　減 □ 終期の見直し
　会員数、献体数ともほぼ同程度で推移しており、医学教育のための解剖体確保に寄与して
いる。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

廃　　止 □ そ の 他
　医学教育に必要な解剖体の安定した確保を図るため今後も継続していく。

見直し額 千　円

－　１９　－



別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 □ ■ 年度 ■ 自 治 事 務

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 経過年数 － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

22年度 23年度 24年度 25年度

578 578 578 397

578 578 578 397

398 400 388 363

25 24 21 18

48% 50% 62% 61%

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

会計区分 （　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

所　属 総務 　部 大学・私学振興 　課 高等教育 　Ｇ

事　　業　　名 県民参加による県立大学地域貢献研究推進事業 含まれる事業数
事　業
区　分

国　庫 実行予算 事　業
開　始
年　度

H16
事業終了
予定年度

事務区分福井新々元気宣言
における位置付け

県　単 補 助 金

その他 そ の 他 11

　県立大学教員の提案する県の行政施策や地域社会のニーズを反映した特色ある研究の成果を地域社会に還元することにより、県立大学の地域貢献を推進する。

　①地域貢献を推進するための研究費を特定運営費交付金として交付する（公立大学法人福井県立大学運営費交付金で措置）。
　②県立大学地域貢献研究推進委員会において、県立大学教員の提案する研究を審査する。

区　　　　　分 26年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 378 △ 9.0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 378 △ 9.0%

決 算 額 の 推 移 △ 3.0%

事業効果
の推移

活動
指標

交付研究数 18 △ 7.7% 新規分、継続分含む

成果
指標

対象研究中Ａ評価獲得割合 8.9%

Ⅳ

〕／整備目標 年度〔

Ａ：40点以上、Ｂ：21点以上39点以下、Ｃ：20点以下 Ⅰ

〕　＝　〔

区　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　　記　　事　　項

計 画 の 達 成 状 況 年度整備水準〔

予　算　額　（単位：千円） 378

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 378

所属の

方　針

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □

□ 整理統合 □

縮　　減 □ 終期の見直し
　交付研究数は減少傾向にあるものの、Ａ評価を獲得する研究割合が増加傾向にあるので、
県民から理解の得られる質の高い研究が増えている。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

廃　　止 □ そ の 他
　県民から理解の得られる質の高い研究が増えていることおよび県立大学のより一層の地域
貢献を推進するため、今後も引き続き継続していく。

見直し額 千　円

－　２０　－



別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 □ □ 年度 ■ 自 治 事 務

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 経過年数 － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

22年度 23年度 24年度 25年度

2,465,540 2,419,073 2,430,256 2,496,604

2,334,298 2,370,259 2,441,839 2,457,464

2,334,298 2,370,259 2,441,839 2,457,464

1,757 1,777 1,755 1,731

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

会計区分 （　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

所　属 総務 　部 大学・私学振興 　課 高等教育 　Ｇ

事　　業　　名 公立大学法人福井県立大学運営費交付金 含まれる事業数
事　業
区　分

国　庫 実行予算 事　業
開　始
年　度

H19
事業終了
予定年度

事務区分福井新々元気宣言
における位置付け

元気な社会 県　単 補 助 金

日本のモデル「福井の教育」 その他 そ の 他 8

　平成１９年４月に公立大学法人化した福井県立大学に対し、自主的で効率的な大学運営を進めるため、運営費交付金を交付する。

　県立大学の業務の財源に充てるため必要な額を運営費交付金として交付する。
　・標準運営費交付金　教員研究費、人件費等標準的な法人運営における経費
　・特定運営費交付金　退職手当、特別研究経費等標準的な経費で対応できない特定目的の経費
　　（特別研究経費として、「県民参加による地域貢献研究推進事業」の奨励研究費を交付）

区　　　　　分 26年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 2,487,161 0.2%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 2,532,877 2.1%

決 算 額 の 推 移 1.7%

目標：１，６６４人以上（大学収容定員・大学院含む）

事業効果
の推移

活動
指標

成果
指標

学生数 1,754

〕／整備目標 年度〔

Ⅱ0.0%

〕　＝　〔

区　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　　記　　事　　項

計 画 の 達 成 状 況 年度整備水準〔

予　算　額　（単位：千円） 2,532,877 平成２５年度～　標準運営費交付金は平成３０年度まで毎年△0.5％削減 平成１９年４月「公立大学法人福井県立大学」設立
平成１９年度～平成２４年度　第１期中期計画期間
平成２５年度～平成３０年度　第２期中期計画期間

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 2,532,877

所属の

方　針

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □

□ 整理統合 □

縮　　減 □ 終期の見直し
　直近の学生数は減少傾向にあるが、定員に対する充足率は平成26年度は約105％と高水準を
維持している。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

廃　　止 □ そ の 他
　公立大学法人福井県立大学の適正かつ効率的な業務執行によるコスト低減を前提に、県は
設立団体として、法人が行う高度な教育や特色ある研究の推進、地域社会に貢献できる人材
養成などの業務の財源を交付することが必要である。 見直し額 千　円

－　２１　－



別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 □ □ 年度 ■ 自 治 事 務

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 経過年数 － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

22年度 23年度 24年度 25年度

27,810 63,656 14,623 44,673

57,742 56,461 13,262 41,799

47,021 56,246 13,262 41,799

3 3 1 2

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

会計区分 （　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

所　属 総務 　部 大学・私学振興 　課 高等教育 　Ｇ

事　　業　　名 公立大学法人福井県立大学施設整備費等補助金 含まれる事業数
事　業
区　分

国　庫 実行予算 事　業
開　始
年　度

H19
事業終了
予定年度

事務区分福井新々元気宣言
における位置付け

県　単 補 助 金

その他 そ の 他 8

　福井県立大学に対し、施設整備、大規模修繕、災害復旧等に必要な経費を交付し、教育研究環境の維持向上を図る。

　福井県立大学の施設・設備等の整備（施設の修繕工事、災害復旧を含む。）に対し補助する。

区　　　　　分 26年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 45,521 64.8%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 11,973 16.3%

決 算 額 の 推 移 52.8%

事業効果
の推移

活動
指標

整備修繕等施設数 2 8.3%

成果
指標

Ⅰ

〕／整備目標 年度〔 〕　＝　〔

区　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　　記　　事　　項

計 画 の 達 成 状 況 年度整備水準〔

予　算　額　（単位：千円） 11,973 ファシリティマネジメントに基づき適切な維持管理を行うものである。
平成１９年４月「公立大学法人福井県立大学」設立
平成１９年度～平成２４年度　第１期中期計画期間
平成２５年度～平成３０年度　第２期中期計画期間財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 11,973

所属の

方　針

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □

□ 整理統合 □

縮　　減 □ 終期の見直し
　老朽化した施設設備の修繕により、教育研究環境の維持向上が図られている。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

廃　　止 □ そ の 他
第２期中期計画期間（Ｈ２５～Ｈ３０）において、設立後２０年超経過することに伴い老朽
化箇所が増えることが想定されるため、第１期の目的積立金を活用しながら、必要な修繕等
を効率的に実施していく。 見直し額 千　円

－　２２　－



別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 □ ■ 年度 ■ 自 治 事 務

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 経過年数 － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

22年度 23年度 24年度 25年度

635 635 635 469

635 635 635 469

525 261 486 375

3 3 3 2

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

会計区分 （　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

所　属 総務 　部 大学・私学振興 　課 高等教育 　Ｇ

事　　業　　名 公立大学法人福井県立大学評価委員会運営費 含まれる事業数
事　業
区　分

国　庫 実行予算 事　業
開　始
年　度

H19
事業終了
予定年度

事務区分福井新々元気宣言
における位置付け

県　単 補 助 金

その他 そ の 他 8

　公立大学法人福井県立大学の業務実績の評価等を行う。

　公立大学法人福井県立大学評価委員会（地方独立行政法人法第１１条第１項）の開催
　　・知事が中期目標を定める際の意見
　　・知事が中期計画を認可する際の意見
　　・各事業年度および中期目標期間における業務実績に関する評価
　　・知事が業務方法書を認可する際の意見
　　・法人の役員の報酬等の支給基準に関する知事への意見の申し出
　　・知事が財務諸表を承認する際の意見

区　　　　　分 26年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 399 △ 10.3%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 399 △ 10.3%

決 算 額 の 推 移 4.4%

事業効果
の推移

活動
指標

委員会開催回数 2 △ 8.3%

成果
指標

Ⅳ

〕／整備目標 年度〔 〕　＝　〔

区　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　　記　　事　　項

計 画 の 達 成 状 況 年度整備水準〔

予　算　額　（単位：千円） 399 平成１９年４月「公立大学法人福井県立大学」設立
平成１９年度～平成２４年度　第１期中期計画期間
平成２５年度～平成３０年度　第２期中期計画期間

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 399

所属の

方　針

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □

□ 整理統合 □

縮　　減 □ 終期の見直し
　学識経験者等による委員会を定期的に開催している。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

廃　　止 □ そ の 他
　地方独立行政法人法に定める法人の実績に関する評価等を行うため、今後も継続してい
く。

見直し額 千　円

－　２３　－



別紙１

■ 一般会計

□ 特別会計

□ 企業会計

1 □ ■ 年度 ■ 自 治 事 務

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 経過年数 － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 年 □ 法定受託事務

［事業目的］

［事業内容］

［予算額および指標の推移等］ （単位：千円）

22年度 23年度 24年度 25年度

33,226 38,694 33,383 32,916

28,254 29,325 28,753 28,194

23,429 27,798 25,783 25,954

1 1 0 1

135 106 97 86

17 16 18 16

4,046 3,520 3,926 3,919

〔目標名〕 〕

［事業の評価］

〔活動指標、成果指標に対する評価〕

〔今後の事業展開に関する考え方、見直し内容〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

会計区分 （　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）

所　属 総務 　Ｇ　部 大学・私学振興 　課

含まれる事業数
事　業
区　分

国　庫
事業終了
予定年度

その他 そ の 他

高等教育

目標値、指標の積算根拠等 結果分類

8

実行予算 事　業
開　始
年　度

H19

当 初 予 算 額 の 推 移 29,388 △ 2.3%

事務区分福井新々元気宣言
における位置付け

県　単 補 助 金

事　　業　　名 大学連携リーグ事業

△ 9.0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 27,136 △ 1.0%

決 算 額 の 推 移

　県立大学をはじめとする県内の８つの大学等が、相互に知識や技術の交流を進め、研究レベルの向上や、地域に役立つ人材育成を行う。

（１）交通の利便性の高いまちなかのサテライト・キャンパスを活用し、教育力の一層の向上、地域貢献や学生同士の交流を促進
　　　　・連携企画講座　　　　大学教員等による社会問題や地域課題に関するリレー共同講義
　　　　・学生活動交流事業　　学生が取り組んでいる調査研究などの活動について、プレゼンテーション大会を実施
（２）参加大学等中心に、関係機関が連携して取り組むための研究費を交付
　　　　・実施主体　　　　県内の複数の大学を含む試験研究機関等のグループ
　　　　・補助限度額　　　一般研究枠：１件あたり年１００万円　　　プロジェクト型研究枠（県から提示するテーマの研究）：１件あたり年３００万円
（３）知事と理事長・学長懇談会、推進会議の開催

区　　　　　分 26年度 平均伸び率

4.0%

事業効果
の推移

活動
指標

理事長、学長懇談会の開催 1 0.0%

成果
指標

連携研究件数 11

Ⅱ

ｻﾃﾗｲﾄ・ｷｬﾝﾊﾟｽでの開講講座数 83 △ 11.2% Ⅳ

〕／整備目標 年度〔

Ⅳ

ｻﾃﾗｲﾄ・ｷｬﾝﾊﾟｽ等の講座の受講人数 3,337 △ 4.1% Ⅲ

〕　＝　〔

区　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　　記　　事　　項

計 画 の 達 成 状 況 年度整備水準〔

予　算　額　（単位：千円） 27,136 ・Ｈ２１～Ｈ２３まで実施した学生交流フェスタをＨ２４～学生活動交流事業
に見直し。
・Ｈ２３～学生に単位を付与する講座「ふくい総合学」を実施。
・連携研究推進事業補助金について、Ｈ２６～プロジェクト研究枠のみ採択。
・Ｈ２６～対象が学生限定の講座「ふくい企業学」を開講

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源 101

一　般　財　源

完　　了

27,035

所属の

方　針

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 ■

□ 整理統合 □

　講座や研究を通じ、各高等教育機関の教員、学生の連携が図られた。また、開講講座数が
減少している中で受講人数が増加しているので、県民に対して事業が浸透していると考えら
れる。

　県立大学をはじめとする県内の大学等が相互に連携した活動を行うことで、教育力の向
上、地域貢献を推進するため、今後も継続していく。
　平成２７年度については、一部事業を平成２６年度２月補正に前倒ししたことおよび６月
補正予算での要求を想定していることにより事業費が減少している。

縮　　減 □ 終期の見直し

□ 継　　続 □ 休　　止 □

廃　　止 □ そ の 他

見直し額 △ 3,152 千　円

－　２４　－


